
316.8 40.9 10.7 186.0 83,072,628 5,730,676 1,073,780 11,160,822
急傾斜 305.9 40.9 10.7 186.0 82,203,396 5,730,676 1,073,780 11,160,822
緩傾斜 10.9 869,232

86.7 0 0 0.3 3,706,007 0 0 20,334
急傾斜 8.1 0.3 954,214 20,334
緩傾斜 78.6 2,751,793

403.5 40.9 10.7 186.3 86,778,635 5,730,676 1,073,780 11,181,156

協定数
10 155
3 84
4 53
3 19
5 44
4 63
5 50
4 15
3 63
4 61
5 41
1 22
3 20
1 13
55 703

22,839,698
7,711,421
5,269,540

86,778,635

7,419,558
11,926,519
6,224,025
3,994,089
3,306,647
731,723

2,139,199
3,696,933
4,410,766
5,223,158

合計

1,885,35990,345
373,554
396,293
254,888

35,565
4,035,049

１４区

470,841
363,049７区

８区
９区
１０区
１１区
１２区

６区

面積
（ha）

160,260

154,485
148,142１３区

５区

 《中山間地域等直接支払交付金実施要領に基づき第５期対策（令和６年度分）の実施状況を公表します。》
中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条件が不利な地域における農業生産活動を継続するため、国及び地方
自治体による支援を行う制度として、平成12年度から実施してきており、平成27年度からは、「農業の有する多面
的機能の発揮の促進に関する法律」に基づいた安定的な措置として、実施されています。地域で取り組まれている
農業生産活動は、洪水や土砂崩れを防ぎ、美しい風景や生き物のすみかを守るといった広い効果をもたらすもので
す。このような取組の重要性により、中山間地域等直接支払制度では、国が費用の半分を負担し、地方自治体を通
じた支援を行っています。

区分

   農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に、農用地を維持・管理していくための取り決め（協定）を締
結し、それにしたがって農業生産活動等を行う場合に、面積に応じて一定額を交付する仕組みです。

農用地面積（㎡） 交付金額（円）
■行政区別 交付一覧

行政区

４０３．５ ha

■交付対象面積及び交付額

畑

計

５５ 協定

うち棚田地域
振興活動加算
(急傾斜)

田

325,006
１区
２区
３区
４区

249,571
104,190

うち超急傾斜
農地保全管理
加算

■協定集落数
■協定農用地面積 ■交付金総額
■交付金負担割合 国 ５０％、県 ２５％、町 ２５％

うち棚田地
域振興活動
加算(急傾
斜)

うち超急傾
斜農地保全
管理加算

８６，７７８，６３５ 円

うち棚田地
域振興活動
加算(超急
傾斜)

交付額
（円）

うち棚田地域
振興活動加算
(超急傾斜)

908,860

令和６年度 中山間地域等直接支払制度の実施状況

中山間地域等直接支払制度とは

令和６年度の取り組み


